
法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

無

円

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

増殖事業、漁場管理、漁業の振興、自然体験活動等の学習の場の提供等の多面的な行政効果
が期待できる。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

12,858,208

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 不明

補助率、補助額 615,000円

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由
事業実績報告により、事業が実施されたと認められる
ため。

968,080

漁場管理費 307,241

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 1,275,321

補助金の使途

うち補助対象経費 1,275,321

養殖保護費

（615,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

木曽川における漁業の生産力の増進と漁業の振興を図るため、放流（鮎、うなぎ）を実施してい
る。
また、市内小学生参加による放流体験や自然観察会を実施している。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 22,808,290

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

内水面漁場（木曽川）に関し管理権を持つ団体であるため

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

木曽川における鮎等の増殖事業、河川清掃等漁場管理を行い、放流体験等を通じて市民が木
曽川に親しみ、河川環境と漁業に理解を深める事業を実施することに対し補助金を交付してい
る。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
615,000 615,000 615,000 615,000

（615,000 （615,000 （615,000

犬山市補助金等交付規則 要綱
漁業協同組合育成事業補助金交付要
綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 昭和56年度 補助終了年度 未設定

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

愛北漁業協同組合 代表者名 代表理事組合長　江口真一

内水面漁業の振興に関する法律第5
条、12条、2１条

条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部　産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 漁業協同組合育成事業補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

円

無

円

円

無

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部　産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称

農業団体育成事業補助金（花き団体育成事
業）

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山市花き園芸研究会 代表者名 会長　保浦　宣司

食料・農業・農村基本法第9条 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市農業団体育成事業補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 昭和56年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市内で唯一の花き・園芸生産の発展に尽力している団体であるため

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

花きなど園芸物の出展方法の研究や、販売事業において市民に花きに親しむ環境づくりに対し
補助金を交付している。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
15,000 15,000 15,000 15,000

（15,000 （15,000 （15,000 （15,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

寄せ植え用の試作用土の購入や花きなど園芸物の出展方法の研究をしている。また、県の花き
連合会でのフラワーウォーク活動等、花きの販売促進に貢献している。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 34,823

うち補助事業全体の経費 34,823

補助金の使途

うち補助対象経費 34,823

負担金 9,000

総会費 6,819

補助対象経費の内訳

視察研究費 7,958

旅費 3,000

需用費 8,046

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

4,588

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 4,588

補助率、補助額 定額15,000円

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由
事業実績報告により、事業が実施されたと認められる
ため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

花きの生産技術向上と振興及び販売に関する調査研究並びに生産者相互の連絡協調が図られ
た。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

無

無

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
―

令和6年度は市の補助金交付を受けず、団体の独自予算で犬山市もも品評会等の事業を実施し
た。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 定額50,000円

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 ―

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 ―

補助金の使途

うち補助対象経費 ―

（50,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

―

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

当該活動を実施できる団体が他にないため

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
果樹の栽培技術向上及び販売促進を図ることで、市内果樹振興を促進するもの。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
50,000 50,000 0 50,000

（50,000 （50,000 （0

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市農業団体育成事業補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 昭和56年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山市果樹園芸組合連合会 代表者名 会長　溝口明英

食料・農業・農村基本法第9条 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称

農業団体育成事業補助金（果樹団体育成事
業）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

有

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

市内農業者により1,867㎡の荒廃農地が再生され、農地として耕作されることにより地域農業の
振興が図られた。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額
重機使用有りの場合　10アールあたり60,000円
重機使用無しの場合　10アールあたり50,000円

補助限度額
重機使用有りの場合　180,000円
重機使用無しの場合　150,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由
補助事業地等の変更があった場合、変更交付申請に
基づき変更交付決定を行う。

206,106

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 206,106

補助金の使途

うち補助対象経費 206,106

荒廃農地再生活動積算額(土地改良工事積算基準より積算)

（500,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

耕作の放棄等により荒廃した農地の解消により、農地の利用を促進し、地域農業の振興を図る
ため。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

耕作の放棄等により荒廃した農地の解消により、農地の利用を促進し、地域農業の振興を図る
ため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
361,900 406,100 98,700 500,000

（361,900 （406,100 （98,700

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市荒廃農地等利活用促進事業補
助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和元年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内農業者2名 代表者名 ―

食料・農業・農村基本法第9条 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 荒廃農地等利活用促進事業補助金



法令

規則等

円 円 円

円） 円） 円）

円

円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部　産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 環境保全型農業直接支払補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内農業者1名 代表者名 ―

農業の有する多面的機能の発揮の促
進に関する法律

条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市環境保全型農業直接支払補助
金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和5年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

農業・農村の多面的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対して支援を行い、多面
的機能が今後とも適切に発揮されるようにするとともに、担い手の育成等構造改革を後押しして
いく必要があるため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
― 824,600 624,000 894,000

― （206,150 （156,000 （223,380

市の補助金を使って
実施した事業の内容

有機農業の取組（水稲、大豆、麦、レモン、かぼちゃ）、堆肥の施用等

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 624,000

補助金の使途

うち補助対象経費 624,000

有機農業の取組 523,200

炭素貯留効果の高い有機農業の取組（堆肥施用） 100,800

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 国1/2、県1/4、市1/4

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由
事業費確定後に額の確定を行い、補助金を支出する
ため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

農業・農村の多面的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対して支援を行ったことに
より、
有機農業等の環境に優しい農業の取組面積を確保した。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

円

無

円

円

無

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 経営所得安定対策等推進事業費補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山市地域農業再生協議会 代表者名 会長　佐伯　隆

農業の担い手に対する経営安定のた
めの交付金の交付に関する法律

条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市経営所得安定対策等推進事業
費補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 平成25年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

同協議会は経営所得安定対策等推進事業を実施することを目的とした会で、国の経営所得安定
対策関連の要綱にも位置付けられており、他に替わることができない団体であるため。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

同協議会は経営所得安定対策関連の要綱に定められた必要な事務を同協議会において実施す
ることで、市内農業者の経営安定を図る。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
635,000 540,000 462,000 514,000

（0 （0 （0 （0

市の補助金を使って
実施した事業の内容

経営所得安定対策に関する周知
交付申請書、営農計画書の配付
水田台帳データ整理

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 462,000

うち補助事業全体の経費 462,000

補助金の使途

うち補助対象経費 462,000

印刷製本費 237,600

通信運搬費 157,480

補助対象経費の内訳

雑役務費 10,783

消耗品費 14,699

人件費（パート職員1名） 41,438

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

0

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 0

補助率、補助額 補助対象経費の10/10（県交付決定の範囲内）

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 交付決定額の全額を補助対象経費として支出

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
経営所得安定対策関連事務の円滑な実施による、市内農業者の経営安定に寄与した。

県を経由した国交付金により、同補助金を支出している。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 狩猟免許取得費等補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

対象市民１名 代表者名 ―

食料・農業・農村基本法第9条 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市狩猟免許取得費等補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和元年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

有害鳥獣による農作物への被害が拡大しており、わな免許新規取得に必要な経費を補助するこ
とにより、捕獲従事者の増員による捕獲強化を促進し、農作物被害の低減を図る。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
37,000 31,000 10,000 70,000

（37,000 （31,000 （10,000 （70,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

鳥獣による農作物への被害防止を目的とする捕獲のために必要な狩猟免許の取得費に要する
経費を補助し、新たに捕獲に従事する者１名を確保した。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 23,250

補助金の使途

うち補助対象経費 23,250

狩猟免許申請手数料 5,200

医師の診断書料 6,290

補助対象経費の内訳

狩猟免許試験前講習会の受講料及び教材費 11,760

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 補助対象経費の額の２分の１

補助限度額 10,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助対象経費確定後に交付申請を受け付けるため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
捕獲従事者増員による捕獲強化により、農作物被害の低減が期待される。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円

円） 円） 円）

円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 新規就農経営開始補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内新規就農者1名 代表者名 ―

食料・農業・農村基本法第8条、第33
条

条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市新規就農経営開始補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和4年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

国の新規就農者育成総合対策実施要綱に規定する経営開始資金の要件を満たす青年就農者
に対し交付することで、次世代を担う農業者の育成・確保に向けた取組を総合的に講じていく必
要がある。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
1,500,000 1,500,000 1,500,000 ―

（0 （0 （0 ―

市の補助金を使って
実施した事業の内容

国要件を満たす新規就農者が自身の農業経営を確立させるための資金として活用する。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 1,500,000

補助金の使途

うち補助対象経費 1,500,000

経営開始資金（個人型） 1,500,000

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 経営開始資金　個人型1年1,500千円、夫婦型1年2,250千円

補助限度額 上記金額が国要綱にて設定されている。

精算の有無
（変更交付）

その理由 国要綱にて設定された金額の交付であるため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
新規就農者の経営安定に寄与しており、農業の担い手の確保への効果が期待できる。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

無

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
農業用機械や農業用資材の購入を支援し、新たに農業を始める者が2名確保された。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 補助対象経費の1/2

補助限度額 300,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由
交付決定後に対象経費に変動があった場合、計画変
更承認申請に基づき変更交付決定を行う。

468,555

農業用資材（農薬、肥料、販売のぼり、一輪車等） 443,207

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 911,762

補助金の使途

うち補助対象経費 911,762

農業用機械（販売所改修、動力噴霧器、刈払機等）

（1,000,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

農業用機械や農業用資材の購入

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

これから農業を開始する者が必要な農業用機械や農業用資材の導入経費に補助金を交付する
ことで、農業の担い手確保の推進を図る。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
311,000 1,830,000 408,000 1,000,000

（311,000 （1,830,000 （408,000

犬山市補助金等交付規則 要綱 犬山市新規就農支援補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和3年度 補助終了年度 令和10年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内農業者2名 代表者名 ―

食料・農業・農村基本法第9条 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568‐44‐0341
補助金の名称 新規就農支援補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568‐44‐0341
補助金の名称 収入保険加入支援補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内農業者13名 代表者名 ―

食料・農業・農村基本法第9条 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市収入保険加入支援補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和４年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

自然災害、農作物の価格下落など、農業者の経営努力では避けられない、様々なリスク対応へ
の支援をすることにより、市内農業者の農業経営の安定化を図り、地域農業の持続的な発展に
資する。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
371,000 387,000 405,000 537,000

（371,000 （387,000 （405,000 （537,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

市内の13農業経営体へ自然災害等のリスクに備える農業経営収入保険制度の加入支援を行っ
た。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 1,216,476

補助金の使途

うち補助対象経費 1,216,476

加入者負担保険料 988,573

事務費 227,903

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 補助対象経費の1/2

補助限度額 １00,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助対象経費確定後の申請となるため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

農業者の経営努力では避けられない災害等の収入減少リスクに対して補填される農業経営収入
保険への加入を促進し、市内農業者が離農するリスクの低減を図ることにより、地域農業の持続
的発展につながっていく。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円

円） 円）

円

円

円

円

円

有

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 農産物等ブランディング推進補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内農業者7名 代表者名 ―

食料・農業・農村基本法第9条 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市農産物等ブランディング推進補
助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和6年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

市の特産農産物（桃、自然薯、二の宮みかん）の生産拡大や農産物等の6次産業化等による付
加価値向上の取組を支援することにより、市内農産物等のブランディングを推進し、地域農業等
の振興を図る。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
― ― 1,294,000 1,000,000

― ― （1,294,000 （1,000,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

桃栽培に必要な機械導入による生産拡大
自然薯の生産拡大に必要な種芋用ハウスの整備
巨峰を使用したジェラートの開発

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 3,208,769

補助金の使途

うち補助対象経費 3,208,769

機械等購入費（動力噴霧器、ミニユンボ等） 2,929,900

施設整備費（自然薯種芋ハウス整備） 76,296

補助対象経費の内訳

調査研究開発費（ぶどうジェラート新商品開発、糖度計等） 202,573

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 補助対象経費の1/2

補助限度額
機械購入・施設整備費　　　　　300,000円
調査研究・販路開拓開発費　　100,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由
交付決定後に対象経費に変動があった場合、計画変
更承認申請に基づき変更交付決定を行う。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

市の特産農産物である桃137本の生産拡大が図られた。
市の特産農産物である自然薯の新品種100苗の試行栽培が行われた。
６次産業化商品の開発支援により、新しい巨峰フレーバーのジェラートが２商品製造された。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

無

有

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
融資の利子補給を通じて、農業経営の安定や担い手の確保に寄与した。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 利子補給率年0.75%以内

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由
該当期間ごとに融資機関から交付申請を受けて交付
するものであるため。

10,584

R1年度開始分1件 899

補助対象経費の内訳

R2年度開始分1件 3,993

うち補助事業全体の経費 15,476

補助金の使途

うち補助対象経費 15,476

H30年度開始分3件

（57,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

融資機関を通じ、融資利子分を農業者へ補給する。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

農業者が資本整備の高度化による生産性の向上や農業経営の合理化に必要な施設資金の融
通を円滑にするため、近代化資金等の融資を受けた際の利子分を市が補給する。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
33,504 24,399 15,476 57,000

（33,504 （24,399 （15,476

犬山市補助金等交付規則 要綱
農業近代化資金等利子補給補助金交
付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 昭和56年度 補助終了年度 令和11年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

愛知北農業協同組合 代表者名 代表理事組合長　大藪 泉

農業近代化資金融通法 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0341
補助金の名称 農業近代化資金等利子補給補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

円

有

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 産業振興事業補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山商工会議所 代表者名 会頭　髙橋秀治

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市産業振興事業補助金交付要
綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 平成23年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市内商工業の総合的な改善発展を図り、かねて一般の社会福祉の増進に資することを目的とし
た団体である商工会議所に代わる団体が他には無いため。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
商工業の活性化や、新たな特産品の開発などにより、市内産業の活性化を行う。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
2,456,000 2,922,000 3,200,000 5,400,000

（2,456,000 (2,922,000 （3,200,000 (5,400,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

地域資源（桃太郎伝説）を活用した活性化事業の推進
産業振興祭の開催
創業支援セミナーの開催
犬山商工会議所会報やホームページを活用し、会議所会員へのサービス向上の実施

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 不明

補助金の使途

うち補助対象経費 6,733,368

観光振興事業

創業支援事業

126,342

補助対象経費の内訳

282,871

知産地商プロジェクト 250,000

工業振興事業 100,000

市内産業ＰＲ・市民交流事業 2,829,125

施策情報周知事業 3,145,030

うち補助事業全体の経費 13,706,561

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 2分の1

補助限度額 未設定（予算の範囲内）

精算の有無
（変更交付）

その理由
事業計画に基づき交付決定を行い、事業完了後に確
定を行うため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

特産品や市内企業のＰＲ、観光コンテンツの掘り起し、市内事業者のIT化支援、創業支援により
市内産業の振興につながった。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568--44-0340
補助金の名称 日本政策金融公庫融資制度利子補給補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内事業者　14件 代表者名

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
日本政策金融公庫融資制度に係る利
子補給補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成21年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
中小企業者の資金繰りを支援し、地域経済の振興と雇用の確保を行う。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
20,900 51,800 125,700 300,000

（20,900 （51,800 （125,700 （300,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

借入金の利子の支払い

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 16,700,000

補助金の使途

うち補助対象経費 126,520

支払利子 126,520

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 当初より6回分（又は7回目から12回目まで）の利子の合計額

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助対象経費確定後の交付申請となるため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
中小企業者の資金繰りを支援することで、地域経済の振興と雇用の維持継続につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

有

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称

小規模企業等振興資金融資信用保証料補助
金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内事業者　25件 代表者名

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
小規模企業等振興資金融資信用保
証料補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成24年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

－

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
中小企業者の資金繰りを支援し、地域経済の振興と雇用の確保につなげる。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
2,789,000 2,873,500 2,860,400 3,500,000

（2,789,000 （2,873,500 （2,860,400 （3,500,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

融資に要する保証料の支払い

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 3,712,514

補助金の使途

うち補助対象経費 3,712,514

支払保証料 3,712,514

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 10分の10又は2分の1

補助限度額 30万円

精算の有無
（変更交付）

その理由 融資の繰上返済により保証料の返還が生じるため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
中小企業者の資金繰りを支援することで、地域経済の振興と雇用の維持継続につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 小規模企業等振興資金融資利子補給補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内事業者　23件 代表者名

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
小規模企業等振興資金融資利子補
給補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成24年度 補助終了年度 令和6年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
中小企業者の資金繰りを支援し、地域経済の振興と雇用の確保を行う。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
239,300 337,100 435,000 875,000

（239,300 （337,100 （435,000 （875,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

借入金の利子の支払い

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 76,760,000

補助金の使途

うち補助対象経費 435,962

支払利子 435,962

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額
小規模企業等振興資金融資に係る当初より6回分の利子の合
計額

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助対象経費確定後の交付申請となるため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
中小企業者の資金繰りを支援することで、地域経済の振興と雇用の維持継続につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

有

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 創業等支援資金融資信用保証料補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内創業者 2件 代表者名

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
創業等支援資金融資信用保証料補
助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成23年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

－

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
創業を支援することで市内事業所が増え、産業の活性化につながるため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
83,000 205,700 365,400 600,000

（83,000 （205,700 （365,400 （600,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

創業支援融資に要する信用保証料の支払い

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 919,699

補助金の使途

うち補助対象経費 919,699

創業支援融資に係る支払保証料 919,699

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 2分の1

補助限度額 30万円

精算の有無
（変更交付）

その理由 融資の繰上返済により保証料の返還が生じるため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
市内で創業等を行う者を支援することにより、市内産業の発展及び振興につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

円

有

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

市内小規模事業者の活性化に関する事業を支援することで、地域経済全体の活性化につな
がった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額
3分の1(小規模事業経営支援)及び3分の2(専門家経営相談支
援)

補助限度額 未設定（予算の範囲内）

精算の有無
（変更交付）

その理由
事業計画に基づき交付決定を行い、事業完了後に確
定手続きを行うため

7,798,422

講習会開催費 474,833

補助対象経費の内訳

旅費交通費 282,434

指導事務費 3,005,266

個別専門相談 986,049

金融指導事務費 2,890

うち補助事業全体の経費 49,090,137

補助金の使途

うち補助対象経費 12,549,894

職員設置

（5,600,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

経営指導員、経営指導補助員、記帳指導員、記帳指導補助員、事務局長の設置、市内小規模
事業事業者に対する経営指導、講習会の開催

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 不明

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市内商工業の総合的な改善発展を図り、かねて一般の社会福祉の増進に資することを目的とし
た団体である商工会議所に代わる団体が他には無いため

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

市内小規模事業者へ経営支援を行い活性化させることが、地域経済全体の活性化につながる
ため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
7,357,000 5,863,000 4,511,000 5,600,000

（7,357,000 （5,863,000 （4,511,000

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市小規模事業経営支援事業補
助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 平成23年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山商工会議所 代表者名 会頭　髙橋秀治

なし 条例 なし

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 小規模事業経営支援事業補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

有

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
中小企業者の資金繰りを支援することで、地域経済の振興と雇用の維持継続につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 10分の10

補助限度額 30万円

精算の有無
（変更交付）

その理由 融資の繰上返済により保証料の返還が生じるため

1,652,820

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 1,652,820

補助金の使途

うち補助対象経費 1,652,820

支払保証料

(1,000,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

融資に要する保証料の支払い

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

－

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
中小企業者の資金繰りを支援し、地域経済の振興と雇用の確保につなげる。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
113,700 561,800 557,900 1,000,000

（113,700 （561,800 (557,900

犬山市補助金等交付規則 要綱
セーフティネット資金融資信用保証料
補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成23年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内事業者 2件 代表者名

なし 条例 なし

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 セーフティネット資金融資信用保証料補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

有

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
中小企業者の販路拡大及び、生産性向上により産業の振興につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 2分の1以内

補助限度額
36万円から2万円（活用する支援内容による）
1事業者あたり40万円まで

精算の有無
（変更交付）

その理由 予定額で申請を受け付けるため。

1,862,726

人材育成事業 623,806

補助対象経費の内訳

就職・転職説明会への参加 0

就職情報サイトへの掲載 100,000

市民の雇用促進 14,096,961

うち補助事業全体の経費 16,683,493

補助金の使途

うち補助対象経費 16,683,493

展示会出展費用

(2,800,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

展示会への出展、研修会への参加、就職・転職説明会への参加

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

－

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

積極的な事業展開を行なおうとする中小企業者を支援することで、地域経済の振興と雇用の確
保につなげる。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
1,143,400 1,591,800 2,959,400 2,800,000

（1,143,400 （1,591,800 (2,959,400

犬山市補助金等交付規則 要綱 犬山市産業振興補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成30年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内事業者 のべ22件 代表者名

なし 条例 なし

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 産業振興補助金



法令

規則等

円 円 円

円） 円） 円）

円

円

円

無

円

円

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 セーフティネット資金融資利子補給補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内事業者 1件 代表者名

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
セーフティネット資金融資利子補給補
助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和2年度 補助終了年度 令和6年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

－

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
中小企業者の資金繰りを支援し、地域経済の振興と雇用の確保につなげる。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
251,200 300,000 60,800 ―

（251,200 （300,000 (60,800 ―

市の補助金を使って
実施した事業の内容

借入金の利子の支払い

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 10,000,000

補助金の使途

うち補助対象経費 60,801

支払利子 60,801

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

－

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） －

補助率、補助額
セーフティネット資金融資に係る当初より6回分の利子の合計
額

補助限度額 30万円

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助対象経費確定後の申請のため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
中小企業者の資金繰りを支援することで、地域経済の振興と雇用の維持継続につながった。

－

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

市内中小企業者の設備投資、専門家活用を支援することで、認知度向上や企業ブランド戦略の
構築、外部発注していた事業の内製化や生産性向上、事業拡大、新商品開発につながり、地域
経済の振興につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 2分の1

補助限度額
専門家による支援50万円、設備投資100万円（併用の場合は
100万円）

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助額確定後の支払いとなるため

45,650,658

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 45,650,658

補助金の使途

うち補助対象経費 45,650,658

設備投資や専門家への報酬

（20,000,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

市が委託する中小企業診断士の指導を受けながら、中小企業者自らが策定した経営計画の実
現のための専門家活用及び設備投資

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

中小企業者に対し、長く市内で事業が続くよう支援することで、地域経済の振興と雇用の確保を
行う。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
17,779,000 12,475,000 18,227,000 20,000,000

（17,779,000 （12,475,000 （18,227,000

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市事業継続支援補助金交付要
綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和3年度 補助終了年度 令和8年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内事業者 24件 代表者名

なし 条例 なし

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 事業継続支援補助金



法令

規則等

円 円

円） 円）

円

円

円

無

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

創業希望者の創業計画の策定や設備投資、広報費等を支援することで創業者の負担軽減につ
ながり、地域経済の振興につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 2分の1

補助限度額
設備投資100万円（併用の場合は100万円）
市内への移住を伴う場合、引越し費用等最大110万円の加算

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助額確定後の支払いとなるため

14,623,505

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 36,677,815

補助金の使途

うち補助対象経費 14,623,505

設備投資や広報費等の経費

（6,100,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

市が委託する中小企業診断士の指導を受けながら、創業希望者自らが策定した経営計画の実
現のための専門家活用及び設備投資

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

新たに創業をする者の負担を軽減し、効果的な事業活動の展開を促進することで、地域経済の
活性化を図る。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
― ― 4,629,000 6,100,000

― ― （4,629,000

犬山市補助金等交付規則 要綱 犬山市創業支援補助金

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和6年度 補助終了年度 令和8年度

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

市内創業者　5件 代表者名

なし 条例 なし

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 創業支援補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 商業団体等街路灯等電灯料補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

協同組合犬山駅前通り発展会　はじめ全5件 代表者名
代表理事　松浦　英幸　はじ
め全5件

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市商業団体等事業費補助金交
付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 平成14年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

―

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
発展会が街路灯を管理することが、地域の商業振興、安心・安全に寄与するため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
204,100 165,400 205,400 253,000

（204,100 （165,400 （205,400 （253,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

発展会が所有、管理する街路灯の電灯料の支払い

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 565,357

補助金の使途

うち補助対象経費 514,183

支払電灯料 514,183

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 10分の4

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助対象経費確定後の申請のため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
発展会による街路灯の管理が継続された。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

有

円

円

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 特産品協会事業費補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

犬山市特産品協会 代表者名 会長　大澤渡

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市特産品協会事業費補助金交
付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 昭和61年 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

郷土特産品のＰＲ、販売促進のためには、生産者を主とした当該団体を支援することが効果的
であるため。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

市内外で販売会を実施することにより、郷土特産品がＰＲされ、生産者の販路拡大に貢献し、特
産品のみならず市の知名度向上につながります。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
0 0 0 150,000

（0 （0 （0 （150,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

令和6年度実績なし

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 ―

補助金の使途

うち補助対象経費 ―

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

－

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） －

補助率、補助額 市長が定める額

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由
実施した公益的事業の費用に基づき補助額を決定す
るため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
－

－

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 経済環境部産業課

問い合わせ先 0568-44-0340
補助金の名称 就労移住支援金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

令和6年度実績なし 代表者名

なし 条例 なし

犬山市補助金等交付規則 要綱 犬山市就労移住支援金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和元年度 補助終了年度 令和9年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

－

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
首都圏から市への移住と就労を促進するため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
0 0 0 1,000,000

（0 （0 （0 （1,000,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

令和6年度実績なし

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 ―

補助金の使途

うち補助対象経費 ―

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額 定額

補助限度額
100万円(複数人世帯)　60万円(単身世帯)  ただし、条件により
加算有り

精算の有無
（変更交付）

その理由 定額交付のため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
令和6年度実績なし

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）


